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職「実行可能性」の情報  
100メートル走で10秒を切り、9秒台を記録した日本人は、2005年10  
月現在、まだいない（日本記録は伊東浩司選手が1998年に記録した10砂  
00）。ただ、日本人が9秒台を記録することは「不可能」だとは考えら  
れておらず、日本の選手や陸上競技に関わる人々にとっては一つの現実  
的な目標と考えられている。それは、現実に9秒台を記録した人間が存  
在するという事情が大きく影響しているからであろう。人種によって有  
する身体的ポテンシャルが違うということについては了解があり、アジ  
ア人には黒人選手とは異なるアプローチが必要だとしても、同じ人間が  
達成している以上、日本人にも達成の可能性はある。少なくとも、現時  
点ではそう考えられている。  
「日本人が9秒台を記録する」ことが「どれだけの労力を払っても絶対  
に実現しない目標」ではなく、一定程度現実的な努力目標でありえるの  
は、「100メートル走で9秒台を記録した人がいる」という情報が存在す  
るからであり、その意味でこの情報は非常に重要な役割を担っている。  
「何が実行可能であり何がそうでないのかの知識は、何が現実的な努力目  
1 嶋津格「秩序の希少性について」井上達夫・嶋津格・松浦好治編『法の臨界Ⅱ』  
（東京大学出版会、1999）235頁、237頁。  
2 GeraldN．Rosenbergは、現在シカゴ大学政治学部の政治学の準教授である（Cass   
R．Sunsteinの同僚）。彼は、法学と政治学の訓練を受けており、法学士（ミシガン   
大学）と政治学博士（イエール大学）の学位を取得している。彼の研究関心は、アメリ   
カの政治と公法、特に権利実現を促進するための裁判所の利用の仕方に向けられており、  
THEHoLLOWHopEは彼の代表作である（＜http：／／political－SCience．uchicago．edu／  
faculty．html＞）．  
3 GERALD N．RosENBERG，THE HoLLOW HopE：CAN CouRTS BRING ABOUT SocIAL   
CHANGE？（TheUniversityofChicagoPress，1991）．   
62   
ブラウン判決は本当にアメリカ社会を変えたのか（一）一早瀬   
標でありうるかを知るという、実践上もっとも決定的な情報を構成す  
る」1のである。  
二 本稿の開いと目的  
（1）さて、本稿は「ブラウン判決は本当にアメリカ社会を変えたのか」  
を基本的な問いとして提示する。主な検討の対象は、GeraldN．Rosenberg2  
の著書THEHoLLOWHopE3に示された研究の一部である。  
（2）本稿の目的は、「司法の役割」に関わる議論‘lに一定の示唆を与え  
ることである。  
「司法の役割」に関する議論は、「実際に、司法部門は何をしてきたの  
か、何を実現したのか」といった事実認識についての議論とも関わりを  
持つ5。もちろん、裁判所はいかに権限を行使すべきか、すべきことは何  
か等の規範レベルの議論と、実際に裁判所は何をしてきたかという事実  
4 「司法の役割」は何かを問う司法の一般理論は、具体的な解釈論と切り離して論   
じることの出来る抽象的なものではあるが、具体的な条文の解釈論と密接に関わり   
あう。このことは、司法の役割を民主プロセスの維持・監視に求める一般理論を提   
示し、その理論に基づいて具体的な条文の解釈を行っている松井茂記の議論を見れ   
ばよくわかる（松井茂記「自己決定権」長谷部恭男編著『リーディングズ現代の憲法』  
（日本評論社1995）、「自己決定権について（二・完）」阪大法学45巻5号（1995）1頁、  
『日本国憲法（第2版）』（有斐閣、2002）など参照）。この意味で、「司法の役割」に関   
わる理論的議論は、具体的条文の解釈とを全く別個のものとして考えるのではなく、   
具体的条文の解釈と密接に関わるものとして捉えるべきだと考えられる（拙稿「憲   
法一三条解釈における『憲法理論』の役割」阪大法学第50巻第6号145頁（2001））。  
ただ、一口に「司法（裁判所）の役割」について論じると言っても、法哲学的な   
議論を含め、様々な論点が複雑に絡まってくる。大きく分けても、憲法は何を目指   
して定められているのかといった憲法全体に関わる一般理論や、憲法が目指す価値   
の実現のために司法部門と政治部門はどのように役割分担を行うべきなのかと   
いった統治組織内の役割分担に関わる一般理論、その役割を果たすために裁判所は   
どのような権限を与えられどのような行動を採るべきなのか等に関する理論など   
が、「司法の役割」の議論に関わってくるのである（後掲図 〈理論の連関イメージ〉   
参照）（拙稿「裁判所による憲法解釈と理論」阪大法学第51巻第6号153頁（2002）、  
「憲法一三条解釈と裁判所の権限」阪大法学第52巻第2号199頁（2002））。  
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レベルの議論は区別されるべきではある。しかし、司法に関わる規範レ  
ベルの議論と過去の裁判所の実践に関わる事実認識レベルの議論が無縁  
でいられるわけではない。   
例えば、Sunsteinは、裁判所の判断は具体的事例の解決に必要最小限  
の「完全には理論化されていない合意（incompletelytheorized  
agreements）」のレベルにとどまるべきであり、権利を根本から基礎づ  
けるような大きな理論（1arge－SCaletheories）にまで踏み込むべきでは  
ないと主張する。そこでは、様々な理論的根拠の他、現実に裁判所が大  
きな理論を実現することができないということも根拠の一つとして提示  
されている。「大きな理論に対する懐疑的な態度は、そのような理論が大  
規模な社会改革を求める可能性があるという事実に一定程度依拠する。  
そして、裁判所がそのような改革を実行するのは非常に困難である」6、と。   
また、Tushnetは、司法審査の存在自体に否定的な立場を採り、憲法  
解釈（憲法の意味の最終的決定）における司法の優位（judicial  
SupremaCy）を否定する。そして、憲法に関わる議論は裁判所ではなく  
政治過程において行われるべきだと主張している。彼は、従来の司法審  
査が有する様々な問題を指摘し、 
批判する7。従来の連邦最高裁の実績を根拠として司法の優位を擁護する  
論調が多いけれども、そのような立場は過去の裁判所の行動を過大評価  
している、と。   
それぞれ立場は異なるが、両者は「司法の役割」に関わる理論の展開  
5 拙稿・前掲注4「憲法一三条解釈と裁判所の権限」、216－219頁。  
6 CASSR．SuNSTEIN，LEGALREASONINGANDPoLrrICALCoNFLICT，（0ⅩfordUniversity  
Press，1996），45．その種の理論的議論は民主プロセスにおいて行われるべきもので   
ある。「抽象度の高い理念は、民主主義において行われる議論の重要な一部分であ   
り、それらは公に承認され、憲法に組み込まれることもある」。  
7 MARK TusHNET，TAKING THE CoNSTITUTION AwAY FROM THE CouRTS（Princeton  
UniversityPress，1999），Ch．6．   
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において、「過去にアメリカの裁判所が社会の大変革のような大きな仕事  
を成し遂げたという実績があるわけではない」ことを根拠の一つとして  
提示している。「裁判所は何をすべきか（すべきでないか）」という規範  
レベルの論点において、「現実に裁判所が何を実現してきたのか」という  
事実レベルの問題が持ち出されているのである8。   
一方、裁判所に具体的事件の判断を超えた何か大きな仕事を期待する  
立場にとっても、「過去に裁判所が何を実現してきたのか」という問題は  
重要であろう。過去に実際に成功したことを継続（あるいは復活）すべ  
きだという議論と、過去に成功例はないがこれからは行うべきであると  
いう議論は、理論構成の仕方自体が異なってくる可能性が大きい9。   
このようなかたちで、過去に裁判所が何を行ってきたのか、何を実現  
してきたかの実行可能性に関わる情報は、司法の役割を論ずる議論の一  
つの重要な構成要素となりうるのである10。  
8 そして、両者ともに、Rosenbergの著書を引用している。SuNSTEIN，StPranOte6，   
at45，176，TusHNET，S呼ranOte7，at145・  
9 例えば、裁判所は積極的に政策形成を行うべきだとの主張を行うとしよう。この   
場合、「過去に裁判所が積極的に政策形成を行い、それが成功したことがある」の   
であれば、成功例を一つの「実行可能性」に関わる情報として用いることができる。   
裁判所が政策形成を行うことは決して現実離れした目標ではない。現に実行例（あ   
るいは成功例）がある以上、それは現実的な努力目標なのである、と。逆に、成功   
例がない場合、まだ実現例がないものを実現させようというのであるから、論証の   
難易度が上がることは十分にありうるだろう。  
10 Dworkinは、裁判所の司法審査権に関する権限について以下のように述べる。「連   
邦憲法が何を禁止しているかについて、自らの最善の解釈を宣言し、それに基づいて   
行動する責務を有するのが、まさに裁判所であることは、今や慣行によって決着が   
つけられている」。RoNALDDwoRKIN，FREEDOMSLAW，（HarvardUniversityPress，1996），  
12－13．（石山文彦 訳『自由の法』（木鐸社、1999）、19頁）   
これは、司法審査を極めて制限的に解するLearnedHandの議論を扱う文脈で示   
された言明である。ここでは、裁判所が司法審査権をいかに行使するかに関する規   
範レベルの議論が、過去の実践という事実によって正当化されていると解すること   
もできるように思われる。  
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（3）本稿が主に扱うのは、ブラウン判決とその後のアメリカ社会の変  
化に関するRosenbergの見解である。   
Brownv．BoardofEducationllは、アメリカ連邦最高裁が市民的権利  
保護のため積極的な役割を果たす試みの最初のものであり、その正当性  
を巡って「司法積極主義か司法消極主義かという撤しい論争を引き起こ  
した」とされるものである。その論争では、「民主主義社会に於いて司法  
裁判所が果たすべき役割と裁判所による憲法解釈の限界の問題」が、一  
貫して議論されてきたと言われる12。その意味で、ブラウン判決は、司  
法の役割に関わる議論にとっても非常に重要な要素の一つとして扱われ  
てきたのであり、本稿がブラウン判決をテーマとしたのもそのような認  
識に基づく。   
ただし、「試みたこと」と「実現したこと」は、一応分けて考えること  
ができる。つまり、「裁判所が積極主義的な役割を果たそうとした」こと  
と「積極主義的な行動が実現した」ことは、別個の問題として考えられ  
るのである。ブラウン判決において連邦最高裁が試みた積極主義的な行  
動は、実現したのだろうか。  
「ブラウン判決は、アメリカ2．0世紀史の中で政治的、社会的、そして  
法的に最も重要な事件かもしれない。（‥・）ブラウン判決の物語は革命の  
物語である」13。このような言明が含むのは、ブラウン判決が具体的事件  
の解決を超えた何か大きな仕事を成し遂げたというイメージのように思  
われる。しかし、それは本当なのだろうか。  
（4）以下、Ⅰでは、ブラウン判決の内容と、同判決がその後のアメリ  
カ社会の変化に大きな影響を与えたとする説明があることを確認する。  
そして、Ⅱ、Ⅲでブラウン判決の影響に関するRosenbergの研究を見て  
11347U．S．483（1954），349U．S．294（1955）．  
12 松井茂記『司法審査と民主主義』（有斐閣、1991）1－2頁。  
13J．HARVIEWILKINSON，FROMBROWNTOBAKKE（0ⅩfordUniversityPress，1979），6．  
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いくこととする。Ⅱでは、連邦最高裁が直接に公立学校の人種統合を実  
現したのか、Ⅲではブラウン判決が間接的に人種統合に対して大きな影  
響力を与えたのかどうかついて、Rosenbergの見解を見る。IVでは、  
Rosenbergの研究が有する意義について、日本への示唆を含めた検討を  
行う。その際、ブラウン判決とその影響に関するMichaelJ．Klarmanの  
見解も見ておくこととする。  
〈理論の連関イメージ〉  
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Ⅰ ブラウン判決とその後のアメリカ社会の変化  
－ ブラウン判決（Brownv．BoardofEducation）14  
（1）LindaBrownをはじめとする原告の黒人児童達は、人種に基づく  
分離を求める、あるいは許容する法律の下で、白人が通う公立学校への  
入学を拒否された。それまで、人種別学を含めた様々な人種分離制度は、  
Pressyv．Ferguson15によって示された「別々ではあるが平等（separate  
butequal）」理論によって、憲法に違反しないものとして正当化されて  
いた。しかし、連邦最高裁は、全員一致で、公立学校における人種分離  
は平等な教育の機会を奪うものであり、平等保護条項（修正第14条）に  
違反すると判断した。「我々は以下のように結論する。公教育の分野にお  
いて『別々ではあるが平等』という法理を入れる余地はない。［人種によっ  
て］分離された教育機関は本質的に不平等である」16、ど7。   
ただ、1954年の判決は、原告の救済について述べるところがなかった。  
そこで、1955年5月31日に、連邦最高裁は、1954年判決（BrownI）  
14 347U．S．483（1954）．この訴訟は、カンザス、サウス・キヤロライナ、ヴァージ   
ニア、デラウェアの4つの州における事件を統合したものである。また、同じ日に、   
連邦の管轄地であるコロンビア特別区の公立学校における人種別学も違憲（修正第   
5条違反）であると判断されている。  
15163U．S．537（1896）．  
16 stpranote14・at495・  
17 この判決は、教育の重要性を強調し、人種別学は黒人に劣等感を与え、彼（女）   
らの知的、心理的発達を妨げるとの判断を示したが、この判断は社会学、心理学者   
の証言や論文、実験結果に依拠するところが大きかった。そのため、憲法解釈方法   
論上、大きな論争を巻き起こしているが、その点については本稿では取り扱わない。   
松井茂記『アメリカ憲法入門』（有斐閣、第5版、2004）、292頁、KATHLEENM・   
SuLLIVAN＆GERALDGuNTHER，CoNSTITUTIONALLAW（15th．ed．，FoundationPress，   
2004），678－680，  
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の憲法判断を実現する権限、すなわち公立学校における人種別学を法的  
強制によって終わらせる権限を連邦裁判所が有すると宣言する。   
これは、BrownIに沿った措置を求めるものであり、学区の教育委員  
会に別学を解消するための計画案を作成・実施させるものであった。そ  
して、地域ごとに異なる事情が存在することから、Brown事件の原審で  
ある連邦地方裁判所が、BrownIの遵守を確実にし公立学校における人  
種分離を終わらせるために最も適切な地位にあると述べた。具体的には、  
連邦裁判所は、教育委員会の計画案を審査し、その実施状況を監督する  
という役割を果たすこととし、別学廃止を「可及的速やかに（withall  
deliberatespeed）」実現すべき旨判示した（BrownⅡ18）。   
以上のように、連邦最高裁は、BrownI、BrownⅡの二つの判決によっ  
て、州による公立学校の人種別学を違憲であるとし、人種別学を迅速に  
終わらせるよう判示したのである。  
（2）ブラウン判決は、従来の判例を変更して「別々ではあるが平等」  
の理論を否定した点で、判例上大きな意味を持つものであった。連邦最  
高裁は、人種分離ほ平等原則違反であるという原則は公教育の領域に限  
られないとの立場を採り19、教育施設に続いて、海水浴場やゴルフ・コー  
ス、バスや公園など、他の公共施設で行われていた人種分離についても、  
次々に達意の判断を下した20。ブラウン判決は人種分離に関わる裁判所  
18 349U．S．294（1955）．「裁判所は、学校運営当局が憲法原理の履行のために誠実   
に行動しているかどうかを評価しなければならない」（Jdat299）。「（‥う裁判所は、  
1954年5月17日判決の完全な遵守に向けて、被告が迅速かつ適切なスタートを切   
ることを求める」（〟．at300）。人種統合の完全な実施には相応の時間を必要とする   
が、「過渡期の間は、裁判所は事件の管轄権を持ち続ける」（〟．at301）。  
19 肋かⅤ血〟ねv肋Pαrた乃eα桁cαJd∫∫OCfα如〃，347U．S．971（1954），  
20 励ち朋如OrげβαJ伽oJ℃Ⅴβの柑叫350U．S．877（1955）（海水浴場）、肋J椚e＝   
血偏頗350U．S．879（1955）（ゴルフ・コース）、G町Jev肋w（ねr，352U．S．903  
（1956）（バス）、肋wOrJe〟〃∫C砂Pα止血甲和Ve椚e〃f血oc≠α如〃Ⅴ加如gq358U．S．54  
（1958）（公園）（以上全て理由抜き判決（memorandumdecision））．  
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による合憲性判断において、非常に重要な役割を果たしたのである。   
ブラウン判決の結論は、原告団だけではなく「原告と同様の立場にあ  
り、その者のために訴訟が提起された者」についても当てはま卑とされ21、  
その後、当事者以外の地域においても連邦裁判所による人種統合命令が  
出されることとなる。ブラウン以後の違憲判決と合わせて、連邦最高裁  
は、アメリカにおける人種分離を全ての地域で廃止することを求めてい  
た、と解することができよう22。  
二「ブラウン判決がアメリカ社会を変えた」  
1．ブラウン判決後のアメリカ社会の変化   
ブラウン判決が下された後、アメリカ社会は市民的権利（黒人に対す  
る差別撤廃）の分野で大きな変革を経験することとなる。1957年には連  
邦議会において1875年以降全く手付かずだったCivilRightsAct（市民的  
権利に関する法律）が制定され、権利の保障は1960年、1964年に成立し  
たCivilRightsActによってさらに拡大した。大統領をはじめとする執行  
府は、南部諸州を中心に人種分離を行う地域に対して積極的に介入措置  
をとった。市民レベルでは、19声6年のモンゴメリー・バス・ボイコット  
運動23をはじめ、1960年から始まった坐りこみ運動（Sit－Ins）24、1961年  
のフリーダム・ライド（FreedomRide）25など、差別撤廃を求める抗議運  
21「（…）原告、ならびに原告と同様の立場にあり、その者のために訴訟が提起され   
た者は、訴えている分離のために修正第14条の保障する法の平等な保護を奪われて   
いると判決する」。StPranOte14，at495・  
22 5be，α呼g川d抑〝，358U．S．1（1958）．この判決は、リトル・ロックにおける抗   
議や騒動の中で、下級裁判所による公立学校の人種統合命令に対し、当地の教育委   
員会が提節した事件に対する判決である。アーカンソー州はブラウン判決の当事者   
ではないため、州ほ同判決に拘束されないと主張。しかし、最高裁は、下級裁判所   
の命令の拘束力を支持し、連邦最高裁の判決が個別具体的な訴訟を超えた権威性を   
持つことを強く示唆した。  
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動やデモ26が各地で行われ、立法府、執行府の行動に大きな影響を与えた。   
結果として、様々な分野での人種統合、黒人の市民的権利の拡大が実  
現する。例えば、南部諸州において白人と同じ学校に通う児童は、1954  
年には黒人児童全体のわずか0．01％に過ぎなかったが、1972年には  
91．3％にまで増大している。また、黒人にだけ筆記テストを課すなど様々  
な不平等措置によって妨害されていた黒人の南部における選挙人登録は、  
1956年には黒人全体の20％だったものが、1970年には66．9％にまで増加  
している27。   
アメリカでは、市民的権利（黒人に対する差別撤廃）の分野において  
大きな変化が現実に起こり、その変化はブラウン判決の後に起こってい  
る。ブラウン判決を代表とする連邦最高裁の行動は人種統合・差別撤廃  
に向かっていた。そして、現実に多くの差別が撤廃されたのである。  
23 ＜モンゴメリー・バス・ボイコット運動（MontgomeryBusBoycott）＞   
1955年12月1日、アラバマ州モンゴメリーのバスに乗っていた黒人女性Rosa   
Parksが、白人に席を譲るようにとの運転手の命令を拒否したことで、人種分離を   
定めた市条例違反で逮捕された。   
逮捕への抗議として、モンゴメリーの黒人指導者たちは、12月5日に丸一日の乗   
車拒否を行うことを黒人たちに呼びかけることを決定。モンゴメリーのバスの乗客   
の75％を占める約4万人以上の黒人が、人種分離されたバスへの乗車を拒否し、徒   
歩や乗合の車に乗って通勤、通学した。ボイコット当日夕刻に開かれた集会で、モ   
ンゴメリー改善協会（MontgomeryImprovementAssociation）が結成され、指導   
者にMartinLutherKingJr．牧師が選ばれる。一日の予定であったボイコットは無期   
限で継続されることになり、連邦最高裁がG町Jev助w‘おr（叩用nOte20）によって   
達意判決を下すまで約1年間続いた。   
バス・ボイコットは、全米及び全世界に報道され 市民的権利を求める運動に大   
きな影響を与えた。無名の牧師であったKingは大衆の広い支持を受け、その後の市   
民的権利運動の代表的指導者となる。  
24＜坐りこみ運動（SiトIns）＞   
1960年2月、ノースカロライナ州グリーンズボロウで始まった、学生を中心に行   
われた人種分離への抗議行動。黒人が食堂の白人専用カウンターに坐り続けるとい   
う抗議行動で、4人の大学生が始め、徐々に支持者を増やした。学生は白人たちの   
暴力を受け、次々に警察に逮捕されたが、運動は拡大を続け、SNCC（Student   
NonviolentCoordinatingCommittee．学生非暴力調整委員会）設立のきっかけと   
なった。  
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2．「ブラウン判決がアメリカ社会を変えた」  
（1）確認しておこう。①連邦最高裁は、「別々ではあるが平等」の原則  
を否定し、様々な領域における人種分離を達意と判断した。その出発点  
であり、以後の判決の基礎となったのがブラウン判決である。②人種分  
離（差別）撤廃を求める様々な市民運動が盛り上がり、立法府、執行府  
の行動に大きな影響を与えた。大規模な市民運動が全国的な影響力を有  
したのは、ブラウン判決後である。③連邦の立法府、執行府は、ブラウ  
ン判決の後に、人種分離解消のために行動した。④南部を中心とした人  
種分離などの黒人に対する差別的な取り扱いは、ブラウン判決後に、大  
幅に改善された。   
ブラウン判決を基礎とした様々な違憲判決、市民運動の成功や連邦議  
会、執行府の政策、そして差別的処遇の撤廃。これらは全てブラウン判  
決後に起こっている。だとすれば、ブラウン判決は具体的事件に対して  
だけ通用するのではない、何か大きな力を有したのだろうか。  
25 ＜プリ∵ダム・ライド（FreedomRide）＞  
1961年5月4日、CORE（CongressofRacialEquality．人種平等会議）によっ  
て始められた、黒人と白人がバスの同じ席に並んで座り、ワシントンD．C．を出発、  
南部を目指すという方法で行われた抗議行動。アラバマ州で白人に火炎瓶を投げ込  
まれ、激しい暴行を加えられて、中止となる。SNCCが後を引き継ぎ、再度行動を  
行うと宣言。RobertF．Kennedy司法長官は、バスに乗る運動家（FreedomRider）  
の安全を確保するために、南部州知事たちと取引（運動家たちを治安を乱す罪の容  
疑で逮捕することを許す代わりに、州兵が運動家たちを保護すること）。これによ  
り、運動家たちはミシシッピ州ジャクソンで大量逮捕され、運動は中止となる。  
26 例えば、BirminghamDemonstrations。  
＜BirminghamDemonstrations＞  
（  1963年4月、アラバマ州バーミンガムでKing牧師の指導の下に人種差別反対の  
デモが起こり、各地に拡大していった。人種間の暴動が起こり、連邦軍が派遣され  
七  るなどの騒乱状態となる。同年8月28日、20万人以上が参加したワシントン大行進  
が催され、Kingの有名な演説（“Ihaveadream．”）が行われた。  
27 RosENBERG，SLPranOte3，at50，61，345－347，349・  
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（2）「そうだ」と答えるのが、以下のような見解であろう。論者によっ  
て、視点や重要性理解は異なるものの、「ブラウン判決は、1954年の判  
決の対象となった5つの学校制度にとどまらず、それを大きく超える重  
要性を有する」28というかたちの理解をする点では共通しているように  
思われる。  
「ブラウン判決が宣言した社会の革新は、国家全体の根本的な革新であり、ブラウ   
ン判決とはかなり異なる状況と領域におけるさらに多くの判決を要求するもので   
あった（…）。」29  
「Brownv．BoardofEducationは、他の統治機関が沈黙している時に、アメリカの   
精神を再表明し、黒人たちの希望ののろしを上げた。最高裁の抽象的な憲法判断を   
現実のものとするためには、立法府のサポートを必要としたし、より精力的な執行   
府の行動はこれからも必要である。しかし、もし『司法の力以外の力（nonjudicial   
power）』がなければ、1960年代に立法府や執行府が行勤したとは考えられない。」30  
「ブラウン判決は、続いて起こった、選挙権、雇用、教育における人種差別に対す   
る法廷闘争や、黒人の政治運動のお膳立てをした。そして、同じく、後に成立した   
市民的権利に関わる立法の成立に有利な状況を作り出すお膳立て（…）も、ブラウ   
ン判決がしたことである。」31  
ブラウン判決は、様々な分野における人種分離を達意とするための基  
礎となった。連邦最高裁の行動は、それまで人種分離を終わらせるため  
28 HowardA・Glickstein，melhpactQfBfVWnVBoardQfEdi／Cation andltgPfVgeTVろ   
23How．L．J．51，54（1980）．  
29 RoNALDDwoRKIN，LAW・sEMPIRE（HavardUniversityPress，1986），391（小林公訳  
『法の帝国』（未来社、1995）、595頁）．  
30 ARCHIBALDCox，THEWARRENCouRT（HarvardUniversityPress，1968），27（吉   
川精一、山川洋一郎訳『ウオレン・コート』（日本評論社、1970）、39頁）．  
31HenryM・Levin，EducationandEarningsQ［BlackTandtheBrownDecision，in   
MICHAEL V．NAMORATOJACKSON，HAVE WE OvERCOME？（University of Mississippi   
Press，1979）79，80，quOtedinRosENBERG，StPranOte3．atlO7．  
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の行動をほとんどとっていなかった連邦議会や執行部を動かし32、市民  
運動の推進に大きな影響を与えた。これは、アメリカの社会変革におい  
て連邦最高裁が非常に重要な役割を果たしたとの理解を採るものであり、  
ブラウン判決→市民的権利運動・政治論争→立法府・執行府の行動→社  
会変化というブラウン判決を起点とした因果関係理解33を採用するもの  
であると思われる34。  
三 それは本当か   
上記のような理解は一見もっともらしいし、従来はこのような理解が  
一般的であった。Rosenbergの検討は、このような理解、すなわち、連  
邦最高裁が現代アメリカ社会の変革において重要な役割を果たしたとい  
う理解が一般的であることを前提として始まる。   
彼の行った検討は、従来はあまり考慮されてこなかった一つの可能性  
の存在を視野に入れている。それは、「裁判所は市民的権利、差別撤廃の  
実現を目指したけれども、実現に対する影響力はさほど大きくはなかっ  
た。最終的に市民的権利、差別撤廃は実現したが、実現したのは裁判所  
ではなく別の力であった」という可能性である。連邦最高裁が差別撤廃  
32「最近の憲法史を学べば、ウオーレンコートが、政治家たちが根本的な不正義に  
目をつぶっていた領域において最も積極的に行動したことを知ることになる」  
（Cox，StPranOte30，at70（邦訳103頁））。  
33 See，P．JamesLevine，肋thodblogicalConcernsinStuゆingStpremeCourt聯ca堺  
4LAW＆Soc，YREV．583（1970），590．大林文敏『アメリカ連邦最高裁の新しい役割』  
（新評論、1997）、123頁。  
34 そして、以下のような理解が、経験的事実として語られることになる。「最高裁  
（  判所がある程度政治的な役割を演ずること、すなわち、司法審査の理論の下に公の  
政策を決定するということは、あまりにも明白な事実である。」（ARCHIBALDCox，  
五   THERoLE OFTHE SupREME CouRTINAMERICAN GovERNMENT（0ⅩfordUniversity ）■  
Press，1976），99（芦部信書監訳『最高裁判所の役割』（東京大学出版会、1979）、  
157頁）。  
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を目指した行動をとり、その行動の後に差別撤廃が実現したとしても、  
連邦最高裁が撤廃を実現したとは限らない。このような視点が、  
良osenbergの検討には存在する。   
以下、市民的権利の分野、特にブラウン判決の判断の対象となった公  
立学校における人種分離に焦点を当て、Rosenbergが行った検討を見て  
いくこととする。  
Ⅱ 連邦裁判所が直接に人種統合を実現したのか  
一 連邦最高裁の行動   
先に見たように、連邦最高裁は、1954年のブラウン判決を皮切りに、  
人種分離制度を次々に違憲と判断した。人種別学については、「1954年  
から1971年まで、連邦最高裁は、公立学校の人種別学を終わらせようと  
する確固たる姿勢を貫いた。最高裁は、原告団やアメリカ全国に対して  
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人種別学は違憲であると繰り返し述べたのである。そして、（…）多年に  
わたって、連邦最高裁は、連邦の統治機関の中で唯一行動した機関であっ  
た。」35  
二 連邦議会、執行府の行動   
Rosenbergは以下のように言う。「連邦議会と執行部は、公立学校の人  
種別学の嶺域において、1964年のCivilRightsAct（市民的権利に関する  
法律）の制定まで、実質的に何もしなかった。ブラウン判決を下した連  
邦最高裁の行動とはまったく対照的に、連邦の統治機関の他の二つの部  
門は、ほとんど積極的な行動は起こさなかったのである。」36  
1．連邦議会は何をしたのか   
ただし、議会が何もしなかったと言うわけではない。連邦議会は、1957  
年に、1875年以降、初めてCivilRightsActを制定しているし、1960年  
にもCivilRightsActが成立している。、しかし、両方とも、実効性を担保  
する規定の不十分さ等が原因で、実際にはその意図は不成功に終わって  
いる。  
1964年のCivilRightsActは、とそれまでの法律とは全く異なるもので  
あった。ここで制定された諸法律は、広範囲にわたって総合的に市民的  
権利を保障し、その実効性を確保するための種々の手続を定めたもので  
あり、現実に人種別学の廃止に大きな影響を与えたのである。また、1965  
年にtheElementaryandSecondaryEducationAct（初等中等教育法。  
以下、ESEA）が制定された。  
2．執行部は何をしたのか37   
繰り返しになるが、1964年まで、連邦執行部は人種統合に向けた動き  
35 RosENBERG，SLPranOte3，at46・  
36 Id. 
37 〟，47－49．  
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をほとんど見せなかった、とRosenbergは述べている。Eisenhower（1953－）、  
Kennedy（1961－）、Johnson（1963－）大統額時代を通して、1960年  
代中盤まで、大統嶺の権限は、実際に結果を残すようなかたちで、市民  
的権利の実現のために向けて積極的に行使されることは、ほとんどな  
かったのである38。  
しかし、1964年のCivilRightsActの成立によって状況は変わる。この  
法律は、教育の分野において、司法長官（AttorneyGeneral）に、人種  
を理由に入学を拒否されたものに代わって訴訟を提起する権限を与え  
た3g。また、その中のTitleⅥは、連邦政府に、人種差別を行う学校区の  
連邦の財源を削減する権限を与えた・40。そして、1965年のESEAは、数  
十億ドルの連邦の財源を、TitleⅥにしたがい、差別を行わない学校区や  
低所得者の子供たちの割合が大きい学校区に拠出することを可能にした。  
これらの法律の制定によって、人種統合のための執行部の行動は裁量的  
なものから義務的なものとなったのである。   
そして、DepartmentofHealth，Education，andWelfare（保健・教育・  
福祉省。以下、HEW）は、財源支出の条件に、人種差別を行わないこと  
の確約を求めることから始め、TitleⅥを少しずつ実施していった。HEW  
は、徐々に人種統合への圧力を高め、Johnson大統領の任期（－1969）  
が終わるまでに、TitleⅥの下で連邦の財源を受け取るための条件として、  
人種統合を完全に行うことを、公式に要請するようになる。  
38 ただし、CivilRightsActの法案の作成や提出等に大統領は関わっている。Rosenberg   
が言うのは、1964年CivilRightsActの制定及びそれに基づく執行府の措置ほどの   
実効性を持った行動が行われていなかった、ということだと思われる。  
39 CivilRightsActof1964§407，42U．S．C．§2000c－6．  
40 CivilRightsActof1964§602，42U．S．C．§2000dpl．  
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三 連邦裁判所が直接に人種統合を実現したのか  
1．連邦議会や執行府の助力なしに裁判所が直接に人種統合を実現する   
ことはできたのか   
連邦議会と執行部門が公立学校の人種統合に向けて本格的に行動し始  
めるのは、1964年になってからのことであり、1954年から1964年まで  
の10年間、連邦最高裁は人種別学は違憲であるという姿勢を強く打ち出  
した唯一の機関であった。   
以上のような認識を基にして、ローゼンバーグは次のように言う。「も  
し、裁判所が公立学校の人種統合を実効的に行うことのできる機関であ  
るとすれば、結果は1964年以前に現れるはずである。しかしながら、も  
し、実際に状況を変化させたのが、1964年のCivilRightsAct、1965年  
のESEAの制定とこれに基づく措置を行った連邦議会及び執行部門であ  
るとすれば、変化は1964年あるいは1965年以降にしか起こらないことに  
なるだろう」41。すなわち、1964年以前に実際の状況の変化が起こったの  
であれば、議会や政府の助力を得られない場合であっても、裁判所は変  
革を実行することができたという証拠となる。しかし、逆に変化が起こっ  
ていなかったのであれば、議会や政府の助力なしに裁判所が直接的に人  
種統合を実現することはできなかったということになる。   
それでは、現実に変化はいつ起こったのか。ローゼンバーグは統計を  
基にして分析を試みる。彼にとって重要なのは、南部諸州における変化  
である。ブラウン判決当時、南部、境界州（BorderStates）にコロンビ  
ア特別区を加えた17の地域で初等・中等教育における人種別学が法律で  
定められており、それ以外の4つの州で人種別学が許されていた42。つ  
41RosENBERG，StPranOte3・at49・  
42 この他、人種別学の問題についての法律が存在しなかったのが11州、すべてが強   
制力をもって実施されているわけではなかったが、法律で人種別学を禁止していた   
州が16州であった。  
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まり、21の州で、人種別学が法によって要求されていたか、もしくは許  
されていたのであるが、その半数以上を占める南部11州は、ブラウン判  
決後も、人種別学の廃止に強く反対していた‘13。したがって、州及び連  
邦の議会、政府の助力が得られない場合に、裁判所が変革をどの程度実  
行することができたのかを計るには、人種統合に抵抗していた南部諸州  
でどの程度人種統合が進んだのかが、重要な指標となるはずである。   
さて、統計は何を示しているか。「南部諸州についての統計資料は実に  
驚くべきものである。1954年から1964年の10年間に、ほとんど何も起  
こっていないのである」。全ての黒人児童のうち、白人児童と同じ学校に  
通っていたのは、1954年に0．01％であったものが、1964年に1．2％になっ  
ただけであった。「数字が示すのは、連邦最高裁は、ブラウン判決以降の  
10年間、南部諸州の公立学校の人種別学を終わらせることについて、ほ  
とんど何の貢献もしていない、ということである」。状況が変わったのは、  
連邦議会と執行府が動き始めてからであることを、データは示している。  
したがって、「ブラウン判決から1964年のCivilRightsAct、1965年の  
ESEAの制定までの期間の、連邦最高裁の行動は、人種統合に無関係な  
ように見える。南部において公立学校の人種統合がかたちとなって現れ  
たのは、上記の法律が制定された後でしかないのである」小1。  
43 そして、人種統合を実現しないための様々な方策をとった。例えば、暴動の恐れな   
どを理由として人種統合を引き延ばしたり、自分と同じ人種が多くいる学校に転校する   
ことを許す規定を設けたり（不可避的に人種分離が存続する効果を持った）、公立   
学校を閉鎖して白人専用の私立学校に財政援助を行ったりするなどが行われた。  ／‾ヽ＼   
これらの州の行為は、連邦最高裁によって否定されている。See，仇甲e川血相〃  
（stpranote22），GossvBoafdQfCiO｝Qf助oxville，373U・S・683（1963），Gri＃inv 9   
α〟ゆ励如oJ助αJ扇げタメイ那e肋αJガ仇〟〝伽377U．S．218（1964）．  
44 RosENBERG，StPranOte3，at52．  
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年   ％   ＃   
1954－55  0．001   23   
1955－56  0．12  2，782   
1956－57  0．14  3，514   
1957－58  0．15  3，829   
1958－59  0．13  3，456   
1959－60  0．16  4，216   
1960－61  0．16  4，308   
1961－62  0．24  6，725   
1962－63  0．45  12，868   
1963－64  1．2  34，105   
1964－65  2．3  66，135   
1965－66  6．1  184，308   
1966－67  16．9  489，900   
1968－69  32．0  942，600   
1970－71  85．9  2，707，000   
1972－73  91．3  2，886，300   
1956195819601962196419661968year  
＃：初等中等学校において白人と同じ学校に通う黒人の子供の数  
％：すべての黒人の子供の内、白人と同じ学校に通う黒人の子供の数が占める割合46  
2．公立学校以外の領域   
ローゼンバーグは、初等中等教育におけるのと同様に、高等教育、投  
票権、交通輸送、宿泊施設・公共施設、住宅などについても、データを  
基に、変化がいつ起こったのかを精査している46。その結果は、ほとん  
ど公立学校の人種統合と同様やものであった。すなわち、連邦議会、執  
行府が動くまで、実際上大きな変化は起こっていない、と。   
例えば、投票権について見ると、確かに裁判所は、他の統治機関が黙  
認していた南部諸州における黒人の選挙権の制限を、次々と違憲とした。  
しかしながら、実際に選挙人登録数が急増したのは、連邦議会が1957年  
から、少しずつ、投票権に関わる差別の禁止の範囲を広げ、執行部が差  
別的取扱いを廃止する訴訟を提起する法律上の権限を行使し始めてから  
である。特に強い影響力を有したのが、1965年のVotingRightsAct〔投  
451dat50－51．Rosenbergが示すデータによる。図表には若干手を加えている。  
46 〟at54－71．  
47 〟at63．  
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票権法〕であり、また、本法成立以前にも、Kennedy政権によって有権  
者登録の推進を目指す計画が立案、実施されている。「黒人の（選挙人）  
登録数の増加について、裁判所の貢献は非常に小さい。大きな変化は、  
連邦議会と執行部門の行動によって起こったことは明らかである。」47  
四 直接的影響に関するRosenbergの結論   
以上のような検討から、Rosenbergは次のように結論する。議会と執  
行部が行動を起こすまでは、これらの重要な嶺域における差別撤廃に対  
する直接的な影響力を、裁判所はほとんど有していなかった、と。「勇ま  
しく、賞賛に催する判決が下され、そして、何も変わらなかった。議会  
と執行部門が、裁判所に相乗りするかたちで行動して初めて、これらの  
額域における変化は起こった。したがって、司法の実効性という点で言  
えば、ブラウン判決とそれに続く諸判決は、裁判所は大規模な社会変革  
を生み出す能力がない、ということを表している。」  
Ⅲ ブラウン判決は人種統合の実現に  
間接的に大きな影響を与えたのか  
上に見たように、裁判所は直接的には人種統合を導いていない。ただ、  
そうだとしても、裁判所が人種統合に何の影響も及ぼしていない、と即  
断することはできない。裁判所は直接的な実現とは別のかたちで、市民  
的権利の実現に貢献したとの説明も可能かもしれないからである。   
例えば、上記に見た、「『裁判所の有する司法の力以外の力（nonjudicial  
power）』がなければ、立法府や執行府の行動が1960年代に起こったとは、  
誰も想像することはできない」という理解や「黒人の政治運動のお膳立  
てをした」という理解がそうである。また、以下のような見解も同様の  
理解をするものである。「連邦最高裁のリーダーシップの下で、人種隔離  
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の問題はアメリカ人の良心を揺さぶることとなった。（…）もし、連邦最  
高裁が1954年にあのような大きな第一歩を踏み出していなければ、1964  
年の市民的権利に関する法律が現に存在すると、誰が考えるのだろう  
か」48。   
これに対し、Rosenbergは、以上のような説明はいかなる証拠に基づ  
くのか、と問う。現実に「ブラウン判決は市民的権利を求める闘争にとっ  
てどれだけ重要だったのか」49、と。   
もし、連邦最高裁が下した判決が具体的事件を超えた効果を有し、人  
種統合・差別撤廃の促進へ間接的な影響を与えたとすれば、そこには次  
のような可能性が考えられる。第一に、裁判所の判決が連邦議会や執行  
府の行動に大きな影響を与えた可能性、第二に、市民レベルの運動に大  
きな影響を与えた可能性、第三に、その両方に影響を与えた可能性であ  
る。以下、Rosenbergの分析を見てみよう。  
一 人種差別の是正を導いた連邦議会、執行部門の行動は、最高裁が導   
き、促進したのか  
1．裁判所判決に関する率艮道によって市民的権利の実現が重要な政治的   
課題となったのか   
考えうる影響の一つは、市民的権利に関わる様々な運動や事件につい  
ての報道が増加し、それによって市民的権利の実現が重要な政治的課題  
となった、というものである。つまり、連邦最高裁の判決によって是正  
すべき問題の所在が明らかになり、市民的権利に関する報道が増え、重  
要な政治課題となっていったのだとすれば、裁判所の行動が市民的権利  
実現に影響を及ぼしたという説明の一つの証左になる。  
48 C．HermanPritchett，Equal伽tectionandthe tb・ban此がOr勧58AM・PoL Scl・   
REV．869，869（1964），quOtedinRosENBERG，StPranOte3，atlO7・  
49 〟  
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しかし、過去の新聞・雑誌等の記事を調査しても、そのような傾向は  
見つけられない、とRosenbergは言う。全体として、1960年代の大規模  
な運動が展開されるまで、市民的権利に関する新聞・雑誌等の報道は、  
非常に少なかった。この傾向は南部に限らず、ブラウン判決によって市  
民的権利に関する報道が増えたとは言いがたい50。   
ただ、1956年と1957年には市民的権利に関する記事の数が大きく増加  
している。しかしながら、これは、裁判所の行動によって記事が増えた  
との説明より、モンゴメリーのバス・ボイコットやテネシー州等で起こっ  
た暴動、1956年の大統額選、リトル・ロック危機51の影響であると説明  
した方が自然である。「繰り返すが、連邦最高裁の行動が報道されること  
によって、市民的権利が重要な政治課題の一つになり、エリート層に間  
接的な影響を及ぼした、という証拠はどこにもない。」52  
2．最高裁判決が連邦議会の議員や大統嶺に影響を及ぼしたのか   
裁判所の判決によっては報道記事は増えなかったとしても、ブラウン  
判決をはじめとする連邦最高裁の行動は連邦議会の議員や大統領及び執  
50 〟atlll－116．  
51＜リトル・ロック危機（LittleRockCrisis）＞  
アーカンソー州は人種別学を法律で規定していたが、ブラウン判決を受け、リト   
ル・ロックの教育委員会は、1957年夏、まず高校において黒人男女10名の白人専   
用であったセントラル高校への転入を認めた。しかし、これに反対の白人たちのデ   
モが始まり、州知事OrvalFaubus及び州議会は黒人たちの登校を阻止するために動   
いた（州知事は、1956年、人種統合をしないことを公約として選挙に当選していた）。  
知事は、セントラル高校前に州兵を配置し、黒人生徒の登校を阻止。Eisenhower   
大統領はアーカンソー州兵を連邦軍指揮下に置き、州兵に対する知事の権限を及ば   
なくするが、生徒たちは統合に反対する群集に遮られ登校できずにいた。Faubus   
知事は黒人の登校を可能にするための方策を行わないどころか、むしろ群集を焚き   
つける側にまわる。高校近くで暴行事件なども起こったことから、Eisenhowerは、   
9月25日、9名の子供（1名の生徒は登校初日に味わった恐怖から転入を断念）を   
登校させ、暴動の危険を抑制するために、1，200人の連邦軍を派遣した。  
52 RosENBERG，SIPranOte3，atl16・  
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行府の人々に影響を与えた、との説明はどうだろうか。   
これについて、Rosenbergは、1957、1960、1964年のCivilRightsAct、  
1965年VotingRightsAct等、市民的権利に関する法律の成立過程におけ  
る討論や大統領表明に、影響の証拠を探す。「もし裁判所の行動が議会や  
大統額の行動にとって決定的であるとすれば、議員や大統嶺が、市民的  
権利立法の導入とそれに対する支持の理由として、裁判所判決に触れる  
言明を行っていたのを見つけることができる、と相当な期待をしても良  
いだろう」。53  
1875年以来動きがなかった市民的権利の分野で、ブラウン判決の後に、  
法案が提出され可決されたことを考えれば、ブラウン判決が重要な役割  
を果たしたと見るのは、一見もっともらしい。「しかし、1957、1960、  
1964年のCivilRightsAct、1965年VotingRightsActを推進した要素に  
ついて、より綿密に検討を行うと、それらはこの一見もっともらしい推  
論を支持しないことが明らかになる」54。   
連邦議会における討論の記録その他の資料を精査してみても、議員や  
大統領が「ブラウン判決に従う」等の発言をした記録を見つけることは  
できないし、議会での討論などで市民的権利に関わる裁判所の判決につ  
いて誰かが言及した記録は、ほとんど存在しない。市民的権利を保障す  
るそれぞれの法案は、主に選挙での票の獲得を意識して提案されたので  
あって、裁判所が示した憲法の規範に従うためではない。政党や大統領  
は、北部の都市部の黒人の票を集める必要や暴動への対処の必要等にか  
られて、市民的権利の保障を掲げたのである。   
例えば、1964年CivilRightsActの制定にかかる何千ページにも及ぶ上  
院の討論の記録の中で、ブラウン判決への言及は数十回にとどまる。確  
53 〟atl17．  
54 〟atl18．  
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かに法案の合憲性や修正14条が討論の中心ではあったが、ブラウン判決  
がどのような立法府の行動を命じているのか、ブラウン判決が当該法案  
の提出をいかにして可能にしたのか等の議論は行われていない。その他  
の資料を調べても、やはり立法府の行動にブラウン判決の影響が及んで  
いたという明らかな証拠は存在しない。また、Eisenhower、Kennedy、  
Johnson大統領の公的言明を調べても、執行部が行動する理由として連  
邦最高裁の判決に触れているものは見つからなかった。彼らが行勤した  
のは、暴動、あるいは次の選挙への配慮によるのであり、連邦最高裁の  
判決に応えたわけではないのである55。  
「要約すると、議会、大統領、あるいは二大政党に連邦最高裁が影響を  
及ぼしたと主張するために必要な証拠は見つからなかった。1957、1960、  
1964年のCivilRightsAct、1965年VotingRightsActに関する研究は、  
これらの法案が提出され成立した事情を、裁判所の判決ではなく、選挙  
への影響、あるいは切迫した暴動に帰することになる。［最高裁の判決に］  
具体的事件を超えた効果が存在したとする主張は、議会あるいは大統嶺  
の言動を、その主張の証拠として使うことはできない。」56  
ニ 連邦最高裁の行動が市民に影響を及ぼしたのか   
連邦最高裁の判決が具体的事件を超えて広範囲の市民的権利を実現さ  
せる効果が存在したとする主張は、判決の一般市民への影響を口にする。  
この論によると、市民的権利の実現に対する連邦最高裁の貢献は、二つ  
55 より具体的に見ると、1964年CivilRightsActのTitleⅣは、人種に基づく差別を   
行うプログラムに連邦の財源を用いることを禁じた。ブラウン判決がなければ、こ   
のような条項は成立しなかったとする主張がある。しかし、当時の討論や大統領の   
言明を含めた成立過程を精査しても、そのような主張を裏付ける証拠を見つけるこ   
とはできない。この条項の成立を促した最もはっきりとした事情は、裁判所の行動   
ではなく、暴動への懸念だったのであると、Rosenbergは言う（〟at121－123）。  
56 〟at121．  
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の段階に分かれる。まず、連邦最高裁の判決が一般市民を突き動かし、  
人種間題に対する態度を改めさせ、続いて、それが集まって権力の中枢  
にいる人々に対する圧力となった、と。   
Rosenbergは、やはり、そのような考えを裏付ける証拠はどこにある  
のかと問う。  
1．白人57   
影響があった、なかったことを論証することは困難ではあるが、  
Rosenbergがまず問題とするのは、大多数のアメリカ市民が、裁判所に  
ついてほとんど知らず、裁判所の行動に対してほとんど注意を払ってい  
なかった、という事実である。これは連邦最高裁についても当てほまる  
ことで、例えば、当時の世論調査によると、連邦最高裁の行動について  
何か知っている人は、最大で40パーセントだった。十年以上にわたる裁  
判所の積極主義が非常に大きな議論を呼んでいた1966年当時でさえ、40  
パーセントのアメリカ市民はEarlWarren（合衆国連邦最高裁首席裁判官  
〔1953～1969〕）が誰かを知らなかった。   
また、先に見たように、連邦最高裁の判決によって市民的権利に関わ  
る報道記事が増えたという事実もない。知らないものに突き動かされる  
ということはないだろうから、裁判所が市民的権利を求める運動に火を  
つけたというのは、ありそうもないことである。   
さらに、世論調査の「今日この国が直面している最も重要な問題は何  
か」という聞いに対して「市民的権利」と答えた人の数が、ブラウン判  
決をはじめとする連邦最高裁判決後に増加したかというと、答えはノー  
である。1956年、1963年前後に数値が跳ね上がってはいる。ただ、1956  
年にはモンゴメリーでバス・ボイコットが、1957年にはリトルロック危  
機があり、それらの事件の反響がデモ等となって各地で現れていた。ま  
57 〟at125－131．  
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た、1963年夏に数値が跳ね上がったのは、バーミンガムで始まり、暴力  
沙汰にもなった市民的権利を求めるデモ行進が各地で起こったことで説  
明できる。   
以上のような考察から、連邦最高裁の判決が具体的事件を超えて広範  
囲の影響力を有し、一般市民にも影響を与えたとする主張のうち白人市  
民については証拠が欠けている、とRosenbergは述べる。  
2．黒人58   
それでは、自身の市民的権利の実現を求めた黒人市民についてはどう  
だろうか。  
（一）黒人市民がどれほど裁判所の行動について知っていたのか   
ブラウン判決が、具体的事件を超えて広範囲の影響を与えたとする主  
張は、最高裁判決が黒人に力を与えた、と言う。黒人の不満を正当なも  
のと認めることで、連邦最高裁は黒人に新しいイメージと行動を起こす  
勇気を与えた。黒人たちの行動は、白人の意見を変え、権力の中枢にい  
る人々を動かし、市民的権利の実現につながっていった、と。   
しかしながら、このような説明のための証拠は見つからない、と  
Rosenbergは言う。   
そもそも、裁判所が黒人市民の行動に大きな影響を及ぼすためには、  
「黒人たちが裁判所のブラウン判決について知っており、かつ、判決の内  
容及び連邦最高裁の憲法上の役割の両方を承認する必要がある」59。しか  
しながら、先にも見たように、裁判所の判決についてほとんど知らない  
市民が多かった。これは黒人でも同じである。さらに、ブラウン判決が  
広く知られるようになっていたか、というとそのようには言えない。様々  
な社会調査は、一般黒人市民がブラウン判決について全く知らない場合  
58 〟at133－155．  
59 〟at131．  
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が多かったことを報告している。知らなければ、承認もできない。   
理由として挙げられるのは、先に見たとおり、ブラウン判決に関する  
報道が少なかったこと。これは白人向けの新聞だけではなく、黒人向け  
の新聞でも同じことであった。さらに、1961年の調査では、黒人の3分  
の1近くが新聞を読まず、テレビも見ていなかった。半分以上が雑誌を  
定期的に読んでおらず、20パーセント以上がラジオを定期的に聴いてい  
なかった。やはり、知らないものを拠り所にして行動を起こすとは考え  
づらい60。  
（二）差別撤廃運動の火付け役はブラウン判決だったのか   
黒人を中心とする市民的権利の実現を求める様々な運動（市民的権利  
運動〔一般に言う公民権運動〕）が、アメリカ白人及び権力の中枢に影響  
を及ぼし、市民的権利に関する諸法律の制定を強く推進したことは確か  
である、とRosenbergはした上で、次のように問う。それでは、運動の  
盛り上がりにとって、連邦最高裁の判決はどのような意味があったのだ  
ろうか、と。   
これについて、ブラウン判決が黒人たちの運動の火付け役となった、  
という理解がある。しかし、こわも証拠がない、とRosenbergは主張する。   
もし、ブラウン判決が黒人市民の行動の火付け役であったとするなら、  
判決の直後にデモ行進の数が増えたといったかたちのデータが存在して  
いいはずである。しかしながら、データを見ると、判決との相関関係は  
見て取れない。1956年に急増しているが、これは裁判所の判決の影響に  
よるものというよりは、モンゴメリーのバス・ボイコットの時期であっ  
60 さらに、「多くの黒人がブラウン判決を好意的には受け止めていなかった可能性   
もある」（〟at132）。1955年11月の世論調査では、ブラウン判決に対して好意的   
であったのは南部黒人のわずか半分（53％）であったとされる（ただし、世論調査   
の信憑性には慎重でなければならないという留保付きで、Rosenbergはデータを提   
示している）。  
88   
ブラウン判決は本当にアメリカ社会を変えたのか（一）－早瀬   
たから、との説明の方がもっともらしい。1960年代の増加もそれぞれ坐  
りこみ運動（1960）やバーミンガムで始まった各地のデモ行進（1963）  
の時期と重なっており、裁判所が運動の盛り上がりに大きな役割を果た  
したとは考えづらい。   
市民的権利を求めるデモの数61  
年  デモの数  年  デモの数   
1952   1959   10   
1953   6   1960   414   
1954   10   1961   282   
1955   15   1962   155   
1956   173   1963   685   
1957   13   1964   335．   
1958   35   1965   443  
それでも、まだ、裁判所の影響があったという可能性はある。市民的  
権利の実現を求める運動の盛り上がりのきっかけとなったモンゴメ  
リー・バス・ボイコットや坐りこみ運動等の運動を始めた人々が、ブラ  
ウン判決を中心とした連邦最高裁の判決に大きな影響を受けていたかも  
しれないからである。  
（i）モンゴメリー・バス・ボイコットなどの市民運動  
「1956年のモンゴメリー・バス・ボイコットは、広く世界中の注目を  
集めた。ブラウン判決から数年しか経っていないことから、この運動が  
連邦最高裁に刺激を受けたというのはかなりもっともらしい」。もし、こ  
のような理解が妥当であるのなら、ブラウン判決→バス・ボイコット→  
1960年代のデモ行進→白人の意見の変化→1964年、1965年の権力の中  
枢にいる人達の行動（市民的権利に関する諸立法等）というかたちでの、  
間接的な影響の道筋を辿ることができるかもしれない。しかしながら、  
「問題は、このような回りくどい因果関係ですら、証拠によって支えるこ  
611dat134．Rosenbergが示すデータによる。図表は若干の手を加えてある。  
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とができない、ということである」62。   
ブラウン判決を市民的権利運動の火付け役とする理解が描くストー  
リーには、以下のようなものが考えられる。「ブラウン判決によって、差  
別撤廃の気運が高まり、そこにRosaParksの事件が起きた。この事件を  
発火点としてそれまで誰も予期していなかったバス・ボイコット運動が  
起こる。この運動は、MartinLutherKingJr．という偉大な指導者を得て、  
世界中が注目する運動となり、そして成功を収めた」。しかしながら、こ  
のようなストーリーは、判決以前から草の根的に行われていた運動を考  
慮に入れていない。   
例えば、モンゴメリーには、1940年代及び1950年代初頭、黒人の市民  
的権利を求める多くの組織が存在していた。そのうちの一つ、WPC  
（Women’spoliticalCouncil）は、1949年にバスにおける差別的待遇の  
不当性を訴え、1953年には最初のバス・ボイコットを計画している。代  
表であるJoAnnRobinsonほ、RosaParksの逮捕を知ってすぐに徹夜で  
ビラを作成、配布し、ボイコットに大きな責献をした。彼女がこのよう  
な行動を取ったのは、自身が以前から継続的に経験してきた屈辱的な扱  
いを動機とするものである。WPCによる運動及び計画はブラウン判決前  
に存在し、WPCその他の運動指導者が刺激を受けたのは、1953年夏のル  
イジアナ州バトンルージュ市でのバスボイコットの成功例であったとい  
う。この成功例はブラウン判決以前の出来事である。また、Martin  
LutherKingJr．牧師は、ブラウン判決について以下のように述べている。  
ブラウン判決はなぜモンゴメリーでバスボイコットが起こったのかを説  
明することはできない。あの危機は、連邦裁判所によって作り出された  
のではない、と。   
その他運動の歴史に関する詳細な検討から、ブラウン判決はバス・ボ  
62 Id. 
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イコットにほとんど影響を及ぼしていない、とRosenbergは結論する。   
Rosenbergは、バス・ボイコットと同様に、1960年代のリトル。ロッ  
ク危機、坐りこみ運動、フリーダム・ライドその他の運動やデモについ  
ても詳細な検討を行い、ブラウン判決はこれらの運動に対しても影響を  
及ぼしていない、とする。King牧師をはじめ、運動を始めたり指導した  
りした人々の自伝、伝記などの著書やその他の発言を調べても、最高裁  
判決を彼らの行動の理由の一つとして語ったり、書き留めているものは  
ほとんど見当たらない。   
例えば、坐りこみを始めた4人の学生の行動のきっかけは、ニュー・  
ヨークからグリーンズボロに帰って・きてからバスターミナルで食事の提  
供を拒否された時や、北部から家に帰ってきて改めて人種分離した施設  
を見た時などに感じた怒りであった。バス・ボイコットに大きな貢献を  
したWPCのRobinsonがそうであったように、彼らは自らが経験した抑圧  
をきっかけとして、自ら行動したのである。  
（ii）NAACPの運動全体に対する影響力   
そうは言っても、ブラウン判決その他の市民的権利を認める判決を導  
いたのは、NAACPという黒人組織の力が非常に大きい。彼らが市民的  
権利を求める運動を指導していたとすれば、ブラウン判決という法廷で  
の勝利は運動にとって大きな活力になったのだ、との説明もありうる。   
しかしながら、運動の歴史を精査して浮かび上がるのは、市民権立法  
の成立の大きな要因である1950年代後半から1960年代初頭にかけての  
市民的権利を求める様々な運動において、NAACPが従来考えられてい  
たほど力を有していなかったという事実である。   
その理由の一つは、南部白人のNAACPに対する強烈な敵視であり、  
活動の妨害であった。しかし、より重要なことは、「NAACP及びその指  
導者たちは、デモ行進や市民的不服従ではなく、法廷戦略（1egal  
Strategy）に傾倒していた」63ということである。最終的な目標は差別撤  
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廃という政治的勝利であったとはいえ、彼らの行動が直接に向かってい  
たのは、政治家その他の支配層に対して影響を及ぼすことではなく、裁  
判で勝利することであった。NAACPが続けていた法廷闘争は、一般黒  
人の日常生活からかけ離れており、一般黒人市民にとっては、他の組織  
が参加を呼びかけ指導した草の根的なデモ行進などの直接行動の方が、  
より身近なものだったのである。   
市民的権利を求める運動を行っていたのはNAACPだけではない。  
1950年代後半から60年代初頭にかけてKing牧師やSCLC（Southern  
ChristianLeadershipConference．南部キリスト教指導者会議）、SNCC  
とその指導者が現れ、既存の組織であるCOREが再び力を盛り返してい  
る。市民的権利運動が盛り上がった時期においては、それぞれの団体が  
大きな影響力を持っていた。NAACPは黒人全体の代表とは言えないと  
いう批判も存在しており、NAACPが運動全体を指導していたとは言え  
ないのである64。   
以上のよう分析から、NAACPはブラウン判決に鼓舞されたが、それ  
は市民的権利実現を求める黒人市民の運動全体にほとんど影響を及ぼさ  
なかった、とRosenbergは言う。  
（揖）他の団体   
それでは、NAACP以外の団体・組織がブラウン判決に影響は受けて  
いなかったのか。運動の歴史を精査したRosenbergの回答は、ノー、で  
ある。SCLCの設立（1957）は、モンゴメリー・バスボイコットの成功  
63 〟at146．  
64 他団体主導の運動が盛り上がり、直接的行動が運動の中心となるにつれて、   
NAACPの運動全体に対する影響力は衰えてしまった。このような事情から、   
NAACPは、黒人の抗議行動における指導的立場を維持するために、直接的な行動   
にシフトすることになる。つまり、この期間、NAACP及びその指導者は、運動を   
引っ張って行ったのではなく、その大きな流れについていったのである、と   
Rosenbergは分析する。  
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から運動をさらに推進しようとしたものであり、ブラウン判決に鼓舞さ  
れたのではない。SNCCも同様に、「坐りこみ」などの運動を行っていた  
学生たちの支援を主要な目的として設立された。COREは、1930年代の  
キリスト教信者の学生の運動の所産とされ、ブラウン判決の前に設立さ  
れており（1942年）、判決に影響を受けたとは言えない。これらの団体  
の設立者たちが、裁判所の判決がなければ行勤しなかったようには思わ  
れないと、Rosenbergは言う65。   
また、様々な団体・組織間が同じ目的に向かって一致団結していたわ  
けではない。NAACP（及びその他ゐ既存のグループ）の法廷戦略は、  
インスピレーションではなく苛立ちの基であった（例えば、COREは常  
にNAACPの法廷戦略に反対していた）。市民的権利を求める運動は決し  
て一枚岩ではなかったのである66。   
さらに、Rosenbergは、諸団体の資金や会員数の増加についても分析  
を行っている。資金や会員数は、ブラウン判決直後ではなく、1960年代  
に顕著に増加している。裁判所の行動があったからではなく、運動自体  
が盛り上がったからである。そして、NAACP以外の団体の運動は裁判  
所によって火をつけられたわけではない。したがって、ブラウン判決の  
影響が及んでいないことは、運動資金や会員数の増加についても当ては  
まる67。  
65 〟at143－144．  
661dat148q149．ちなみに、NAACPが法廷戦略を採用することについては、組織   
内で最初から合意があったわけではなく、内部にも意見の対立は存在した。法廷戦   
略の具体的な実効性に対する批判、すなわち人種分離に対する訴訟を起こしそこで   
勝訴することが黒人の地位を実質的に向上するとは思われない、といったかたちの   
批判が存在したのである。See，MARKV．TusHNET，THENAACP．SLEGALSTRATEGY   
AGAINST SEGREGATED EDUCATION，1925－1950（The University of North Carolina   
Press，1987），Ch．1．  
67 〟at150－155，  
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三 間接的影響に関するRosenbergの結論   
以上のような検討から、Rosenbergは次のように結論する。「連邦最高  
裁の行動に影響を受けた人々が一部にいたことは確かであろラ。しかし、  
この影響が広範囲に広がった、あるいは市民的権利を求める闘争にとっ  
て非常に重要だったという証拠は見つからなかった」68。ブラウン判決の  
有する推進力は、一部の法廷戦略を強化したにとどまり、市民的権利を  
求める運動全体に影響を及ぼしたわけではなかったし、連邦議会や大統  
額にも影響を与えていなかった。つまり、連邦最高裁が下した判決は、  
具体的事件を超えた大きな効果は有さず、人種統合・差別撤廃の促進に  
大きな影響を与えたとは言えないのである。  
68 〟at156．  
※引用はしていない文献を含めた全ての参考文献は最終回（二・完）の末尾に示す。  
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